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企業会計基準適用指針公開草案第 80 号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針（案）」 
企業会計基準適用指針第 2号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（最終改正 2015 年（平成 27 年）3月

26 日）を次のように改正する（改正部分に下線を付している。）。なお、従来和暦による表記を行っていた箇所について、西暦による表

記を追記するなどの形式的な修正を行っているが、当該修正のみを行っている箇所は、本新旧対照表に含めていない。 

公開草案 現行 

企業会計基準適用指針第 2 号

自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針（案） 

 
2002 年（平成 14 年）2月 21 日

改正 2005 年（平成 17 年）12 月 27 日

改正 2006 年（平成 18 年）8月 11 日

改正 2015 年（平成 27 年）3月 26 日

最終改正 20XX 年 XX 月 XX 日

企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第 2 号

自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準の適用指針 

 
 

平成 14 年 2 月 21 日 

改正平成 17 年 12 月 27 日 

改正平成 18 年 8 月 11 日 

最終改正平成 27 年 3 月 26 日 

企業会計基準委員会 

 

適用指針 

自己株式の会計処理及び表示 

現物配当を行う会社の会計処理 
10. 配当財産が金銭以外の財産である場合、配当の効力発生日（会社

法第 454 条第 1項第 3号）における配当財産の時価と適正な帳簿価

額との差額は、配当の効力発生日の属する期の損益として、配当財

適用指針 

自己株式の会計処理及び表示 

現物配当を行う会社の会計処理 
10. 配当財産が金銭以外の財産である場合、配当の効力発生日（会社

法第 454 条第 1項第 3号）における配当財産の時価と適正な帳簿価

額との差額は、配当の効力発生日の属する期の損益として、配当財

2023 年 10 月 6 日 
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公開草案 現行 

産の種類等に応じた表示区分に計上し、配当財産の時価をもって、

その他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額

する。 

ただし、以下の場合には、配当の効力発生日における配当財産の

適正な帳簿価額をもって、その他資本剰余金又はその他利益剰余金

（繰越利益剰余金）を減額する。 

(1) 分割型の会社分割（按分型） 

(2) 保有する子会社株式のすべてを株式数に応じて比例的に配

当（按分型の配当）する場合 

(2-2)保有する完全子会社株式の一部を株式数に応じて比例的に

配当（按分型の配当）し子会社株式に該当しなくなった場合

(3) 企業集団内の企業へ配当する場合 

(4) 市場価格がないことなどにより公正な評価額を合理的に算

定することが困難と認められる場合 

なお、減額するその他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越利

益剰余金）については、取締役会等の会社の意思決定機関で定めら

れた結果に従うこととする。 

産の種類等に応じた表示区分に計上し、配当財産の時価をもって、

その他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額

する。 

ただし、以下の場合には、配当の効力発生日における配当財産の

適正な帳簿価額をもって、その他資本剰余金又はその他利益剰余金

（繰越利益剰余金）を減額する。 

(1) 分割型の会社分割（按分型） 

(2) 保有する子会社株式のすべてを株式数に応じて比例的に配

当（按分型の配当）する場合 

（新 設） 

 

(3) 企業集団内の企業へ配当する場合 

(4) 市場価格がないことなどにより公正な評価額を合理的に算

定することが困難と認められる場合 

なお、減額するその他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越利

益剰余金）については、取締役会等の会社の意思決定機関で定めら

れた結果に従うこととする。 
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公開草案 現行 

適用時期等 

23-3. 20XX 年改正の本適用指針は、公表日以後ただちに適用する。な

お、本適用指針の適用前に行われた本適用指針第 10 項(2-2)で定め

られた取引について、本適用指針の適用日における会計処理の見直

し及び遡及的な処理は行わないものとする。 

適用時期 

（新 設） 

 

結論の背景 

検討の経緯 

28-4. 令和 5年度税制改正において、完全子会社株式について一部の

持分を残す株式分配のうち、当該一部の持分が当該完全子会社の株

式の発行済株式総数の 20％未満となる株式分配について、他の一定

の要件を満たす場合には、完全子会社株式のすべてを分配する場合

と同様に、課税の対象外とされる特例措置、いわゆるパーシャルス

ピンオフ税制が新たに設けられた。これを受けて、2023 年 3 月に開

催された第 497 回企業会計基準委員会において、企業会計基準諮問

会議より、事業を分離・独立させる手段であるスピンオフについて、

スピンオフ実施会社に一部の持分を残すスピンオフの会計処理を

検討することが当委員会に提言された。当委員会は、2023 年 4 月よ

り審議を開始し、その結果を公開草案として公表することとした。

基準開発の範囲については、いわゆるパーシャルスピンオフ税制

において税制適格となるかどうかにかかわらないとした上で、保有

結論の背景 

検討の経緯 

（新 設） 
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公開草案 現行 

する完全子会社株式の一部を株式数に応じて比例的に配当（按分型

の配当）することにより当該株式が子会社株式に該当しなくなる場

合について検討が行われた。また、保有する完全子会社以外の子会

社株式の一部を配当する場合についても基準開発の範囲に含める

べきか検討が行われた。 

審議の結果、いわゆるパーシャルスピンオフ税制が時限的なもの

であり早期に基準開発を完了すべきことから、まずは発生する可能

性が高いと考えられる、保有する完全子会社株式の一部を株式数に

応じて比例的に配当（按分型の配当）し子会社株式に該当しなくな

った場合に基準開発の範囲を限定することとした。 

なお、本適用指針において基準開発の範囲外としたケースについ

ては、今後の子会社株式の配当に関する取引の進展や会計実務の状

況により、他のテーマとの優先順位等を考慮して、基準開発の範囲

を拡大するかどうか当委員会において判断することとした。 

自己株式の会計処理及び表示 

金銭以外の財産をもって自己株式を取得した場合や現物配

当を行う場合の会計処理 
38-2. 20XX 年改正の本適用指針の開発にあたっては、保有する完全子

会社株式の一部を配当する場合の会計処理について、子会社株式の

配当は売却や異種資産との交換といった相互取引ではなく株主へ

の配当という非相互取引であり、20XX 年改正前の本適用指針におい

て、分割型の会社分割（按分型）（第 10 項(1)参照）や保有する子

自己株式の会計処理及び表示 

金銭以外の財産をもって自己株式を取得した場合や現物配

当を行う場合の会計処理 
（新 設） 
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公開草案 現行 

会社株式のすべてを株式数に応じて比例的に配当（按分型の配当）

する場合（第 10 項(2)参照）について、配当の効力発生日における

配当財産の適正な帳簿価額をもってその他資本剰余金又はその他

利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額する取扱いを設けていること

を前提として、配当財産の適正な帳簿価額をもって会計処理するか

について検討を行った。 

まず、一部の持分を残す按分型の完全子会社株式の配当が株式数

に応じて比例的に行われ、スピンオフとして当該完全子会社の事業

を分離・独立させる目的で行われる場合には、既存の株主以外の第

三者が取引に参加していないことから、取引の趣旨を踏まえ総体と

しての株主の観点から取引全体を俯瞰すると、株式配当の実施会社

を通じて保有していた完全子会社を自ら直接保有することとなる

組織再編であると考えられる。この場合、総体としての株主にとっ

ては当該完全子会社に対する投資が継続していると考えられるた

め、共通支配下における取引である組織再編に類似した状況と考え

られる。 

次に、どの程度持分を残した場合に、完全子会社株式の配当をス

ピンオフとして当該完全子会社の事業を分離・独立させる目的で行

われたと取り扱うかについて議論を行った。そこでは、今回の基準

開発の範囲としたケースについては、スピンオフとして子会社の事

業を分離・独立させる目的で行われたものに該当することについて

異論は出なかった。 

これらを踏まえ、今回の基準開発の範囲としたケースについては
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公開草案 現行 

第 10 項(1)及び(2)と同様の取扱いを行うことが適切と考えられる

ため、本適用指針では、配当の効力発生日における配当財産の適正

な帳簿価額をもってその他資本剰余金又はその他利益剰余金（繰越

利益剰余金）を減額する取扱いを設けることとした（第 10 項(2-2)

参照）。 

 

以 上 

 


